























































































6　「都市科学の可能性と方法」 （ 『世界』一九六七年一 月号（
7　「都市創造の構想」 （ 『原題デザイン講座＝
2』一九六九年（


































が、内容は新憲法体制 思想状況の特質を明らかにしようとするものであり、そこでの対象は戦後第二世代を中心にして考察される。ここでの戦後第二世代とは、 「ほぼ新制中学をへ 一九五五年に大学・高校を卒業する世代」とみてよいと説明 ている。第一節「戦後 革の一般的状況」では、 「Ⅰ
‌ 新憲法体制の日常化と、Ⅱ
‌ 大衆社会状況の
露呈」と う戦後日本 二つの基本条件 もとで、 「家族制度の崩壊、教育制度 改革、大衆文化 噴出」 、 「天皇制イデオロギーの崩壊 市民的自由 拡大」という大きな変化が生じており そのこ は「若き世代に特殊 意味をもっている」として る。　
第二節「戦後世代の二重構造」では、第一節でみた戦後の一般的状況が「もっとも集約的に都市新中間層に らわ





威信転換」 、 「禁欲倫理の崩壊と個人消費の成立」 、 「出世主義の変容と「普通人」 」 、 「事大主義の消失と日常性の論理」の
4項目で説明されている。かくして、戦後の一般的な状況において、戦後世代が「ひきちぎられた二重の世代とな
っており、文化的にも大きな変化を生じたものの、権利意識が私的逃避へと傾斜していると述べられ、 「若い世代に確立されつつある伝統的規範から解放された若々しい個人主義は、いまだその政治的可能性を十分に組織化しえないため、大衆社会状況へのプラグマチックな埋没となってしまう」という。 「解放されつつあるエネルギーの空転は、……変革の理想像 未成熟からこそ理解すべきであろう」と次の節に続けられる。　
そして第四節「戦後世代の政治的可能性」では、 「戦後青年の政治的可能性はどこにもとめられるべきであるか」












































営業主の票の縮小」 、 「経済の二重構造に基礎をもつ上層労働者の“保守化”と底辺労働者の“政治化” 、 「社民党なりの安定得票と公明党、共産党の都市における進出、その結果としての社会党の敗北」 指摘されている。
政党制の




と批判し、 「今日のような低報酬では自治体議会に人材を結集」できないという。第四節「自治体改革と知的指導性」では、革新政党の課題として、 「民主主義の底辺からの組織化と鋭い知的指導性」が問題として論じられている。すなわち、 「革新政党の体質的欠陥」として、 「地域ないし自治体における民主主義の形成を軽視してきたこと」 、 「コミューンの思想が欠落」していたことを指摘する。また、 「革新運動の政策活動」は、 「政策を国民に訴え、国民の間の討論を誘発するためには、……的確なイメージを直接うみだしうるための模型化のために、多様な媒体を駆使すべきである」と提案 。また、 「革新運動が革新運動た ためには、ゆたかな構想力によ 知的指導力の形成 指向しなければならない」と指摘し、そうでなければ「革新政治指導自体がすでにみられるように衰退していく である」と警鐘を鳴らず。 お、本論文には「補論

















主義を問わず、世界的に同位であ とい 。戦後日本の社会科学は、この民主主義と工業という座標軸の世界史的同位性のうえに、 「ひらかれた」社会科学として展開しうる条件を成熟させることになったと指摘されている。　
第四節「政策科学の思考方法と公準」では、社会科学における「政策科学」の理論的性格が論じられている。 「自




































をあげることができるとしている。こう た政策インテリ しての 動は、社会科学にとって不可欠の知 生産条件となっていくとみなければならな 、 論じている。　
以上のように、第一部の諸論考をやや詳しくみてみたが、シビル・ミニマムの思想を提起しなければならない当時

















ている。第一節「日本における都市問題研究」では、都市問題の理論研究が甚だしく遅れていることを指摘し、その要因として、①農業社会的意識構造、②知識人のムラ逃亡者的性格、③社会科学の現実遊離性、があげられている。戦前のビアード 蝋山政道などの理論的遺産、あるいは都市問題に関心をよせた片山潜、安部磯雄などの伝統からすらも、戦後の社会科学は断絶してしまった 批判する。しかしながら、工業と民主主義の結合により、都市問題に迫る条件が成熟しつつあ という。　
第二節「政策科学としての都市科学」では、都市科学の性格が考察される。都市科学は、 「内容的には、都市改革


























































が論じられるが、前者では「材質」 、 「土地所有形態」 後者では「計画性」 、 「公共性」 、 自治性」 扱われる。ここでは、三つにまたがる重要な要素としてシビル・ミニマムが提案さ 、 「公共的保障」という語 用いられている。　
第四節「都市空間の設計」では、都市空間が論じられるが、 「日本の近代思想」では「時間と空間の無常性の意識」






















































































































ては非常なたちおくれをしめしてきた」し、 「今日の自治体問題にたいする革新政党の政策論的・運動論的たちおくれはいちじるしい」と指摘する。そこで、革新政党は「自治体改革の相違ある実践また先駆的理 の批判的総括をつづけていくことによって、自治体改革の業績を国民的共有財産にすること」 、自治体に「大量 首長・議員をおくりだすこと」 、くわえて「国会議員候補者はかならず自治体の首長ないし議員となって自治体政治を経験すること」が提言されている。　
この後、国民生活基準（ナショナル・ミニマム（との関係で ナショナル ミニマムは「自治体行政によってささ




位となった「国民生産力を国民生活構造の改革にむけて再編成す という政治展望のもとに シビル・ミニマム 思想を提起したい」と述べられてい 。　
第一節「シビル・ミニマムの提起」では、一九六八年の『東京都中期計画』によって、シビル・ミニマムという言













とともに、自治体の「政策公準」という性格もあり、二重の意味を持っているという。 「このシビル・ミニマムを理論フレームとしてその可能性を具体化した『東京都中期計画』 発表によ 私自身も啓発されたことをつけ加えたい」と述べている。また、シビル・ミニマムは、 「いわば明治以来の官僚中心の国家理性そしてとくに高度成長の今日的推進力となっている企業理性にたいして、市民理 を提起している である」とも述べられている。　
ナショナル・ミニマムとの違いについては、これまでの論考でも、シビル・ミニマムが優先されるべきと述べられ
ているが、第十一 文では、 「ナショナル・ミニマムがともすれば低い、それもバラバラの法律規準にとどまりがちな現状にたいして自治体が、それぞれその自治体の特殊性を反映しながら、独自に都市生活システムの公準 シビル・ミニマムを設定し、自治体におけ れぞれ独自のシビル・ミニマムの実現が、自治体相互に波及効果を たらすとともに、その結果と て国民生活システム 公準としてナショナル・ミニマムを国民 身が自主的に押し上げていくという政治効果がそこで追及されているのである」と違い 鮮明に ている。　
シビル・ミニマムの内容としては、






ラスとなり、二一世紀は日本の世紀であるとまでいわれる状況にたちいたって、明治以来の自明の理である国家目標を喪失しはじめたのである。これが今日の国家目標設定への訴えとなってあらわれている」として、国家目標について論じられている。国家については、 「社会契約論の成立以降、国家は国民と う団体概念をも包摂しはじめた。それゆえ国家観念はその内部に、 「政府」という機構概念 「国民」という団体概念を矛盾させているのである」と指摘する。 「成熟した国民経済」においては、 「後進国意識が稀薄化するにつれて、政府と国民の一体性を強調する国家観念も褪色し、 民意識の内部で 民と政府とが分化していく」 いう。さら 「市民社会の成熟にともなって、この国民は、 「社会」あるいは「市民」へと転化していく。　
この「政府と国民の中間環こそが「政党」 」なのであり、国家目標 政府与党の党派目標」にすぎなくなり、
「各政党の党派目標と同列にならぶことになってくる」のである。その結果、 「今日の日本の国家目標は、複数政党がそれぞれ提起し、国民がそ を選択」するこ になる。このような意味では、 「シビル・ミニマムの確保は国家目標というより国民目標と呼んだ方がふさわしい」　
また、シビル・ミニマムをめぐる対決は、 「明治以来の系譜をつぐ思想の「天下国家」的性格と今日成熟しつつあ










科学化の可能性に通じることが示唆されている。 「シビル・ミニマムはまず、Ａ社会保障、Ｂ社会資本、Ｃ社会保健についての最低基準を数量的に明確にし、現代生活条件を公共システムとして確保しようとするものであった。このことは、 「第一にシビル・ミニマムを政策公準とすることによって自治体の義務を決定するこ になる。ついで第二にシビル・ミニマムを数量的 表現すること よって、市民の誰でも客観的に討論 うる政策公準が提示されることになる。第三 は自治体 行政効率をシビル・ミニマムの公準とその充足度によって測定しうるようになる」という効果が期待できるのである。　
ここで一九六八年の東京都中期計画の事例がとりあげられ、 「保育所は一二万人分必要とし、その一〇〇％充足が
シビル・ミニマムであるけれども、現在の充足 は六一・九％、三年後には八三・七％に拡充する」とされており、こうした数字によって「 具体 理解 ができる」ようになる。このことは、 「市民運動の要求目標が指数として明確にな ばならなくなってくる」と同時に 「必要人員の一二万人という数字は正 いかどうか」 、 「三年後の充足率が八 七％でよいかどうか」をめぐって 科学的に討論しうる全体がシビル・ミニマムの提起によってできあがる」の 。　
さらに、 「議会の審議方法も変わりうる」し、 「自治体内部」でも、シビル・ミニマムの「充足率とのからみで重点





























































































































について、松下は一九八〇年の『地方自治職員研修』四月号に「続・シビル・ミニマムの思想」を発表している（後 この論文は、 『都市型社会 自治』日本評論社、一九八七年 収録されており、本書ではこちらを使う（
。 『シビル・ミニマ







































































わが自治体のシビル・ミニマムの設定は市民によって充分おしすすめうる」と述べ、 「テクノクラット主導になることはない」と反論する。問題は「政策情報の整理・公 」であって、 「自治体の現実の政策過程のなかに、いか 市民同意のルールないし計画をつくりあげていく、という基本論点を 解していない 反論する。　
第二に、 「シビル・ミニマムは自治体に過大負担をもたらすだけでなく、財源問題を無視しているという批判」で










策項目を体系的に配列し、その施策項目ごとに数量化された目標値をシビル・ミニマムとして定め、実際の達成値との距離を計画的にうめ く手法 であると う。これは、 「東京都が開発した手法だが、その後市民参加・職員参加の手続をふまえながら神戸市、旭川市、山形市 富山市 金沢市、枚方市」など、多くの自治体でそれぞれの特性に合わせたシビル・ミニマムが設定された。また、 「これらの動きを背景に、一〇万都市をモデルとして 都市生活環境研究会（自治大臣官房企画室（が『シビル・ミニマムの設計』 （一九七三年（を出している。この手法は 体系的に整理された主要施 についての目標値と達成値を簡明な数量グラフにすることができるため 市民が 計画課題を総合的に かりやすく一目で把握できる」と説明されて る　
間接手法は、 「目標値としてのシビル・ミニマムを設定せず、行政の現況についてくわしく市民に情報公開して市








野市が開発した手法であるが、 「自治体の主要施策だけでなく、市民からみて重要課題もふくめて、シビル・ミニマムの関連項目をマッピングして指標地図にするものである。その後 関東近辺では、多摩市、田無市、中野区など、関西近辺では高槻市、神戸市などでひろくつくられ、桐生市、沼田市などでは青年会議所が市民活動とし 自主作成し、数十市におよんでいる」という。　
後者のライフ・サイクル方式は、京都市が開発した手法で、 「市民の一生つまりライフ・サイクルに対応して、そ
れぞれの年齢段階にみあう個別施策を詳細にチャート化し、ど ような施策体系が必要か、現在どのような施策が欠けているか、あるいはいかに施策が重複して るかを明らかにする方式」 こ 方式 、シビル・ミニマムにめぐって「施策の再整理の不可欠性」が一目でわかるという。　
この後、シビル・ミニマムの設定については、まずは庁内の行政情報の整理・公開が必要であるため、 「首長ある








この問題の「基本論点は、県レベルの計画としての東京都の計画が、目標値それに達成値までも、全都統計から機械的に設定したところにあると指摘している。その結果、第一に、安易に既成行政スタイルの延長線上で考え、区市町村が地域特性をいかしておしすすめる行政技術の革新の可能性を過小評価ないし無視したこと、第二に、シビル・ミニマムの実現にむけては、都は区市町村に都区財政調整制度をふくめて安易な補助金散布を中心におしすすめたことがあげられる」という。すなわち、都という広域自治体の問題と区市町村という基礎自治体レベルの問題との「混同」 みられ、 「シビル・ミニマムは基礎自治体レベルで 自治体計画 政策公準としての直接の効果をもつため、都が先導性は発揮して県レベルのシビル・ミニマムを提起した ちは、一歩しりぞ て区市町村のシビ ・ミニマム計画を誘発するような戦略を るべきであった」と指摘す 。　
シビル・ミニマムはこのように実践されてきたが、東京都の失敗がその後の動きを制約する効果を持ったといえよ






































































が一本、一九八〇年が二本、一九八三年が一本、一九九一年が一本、一九九五年が一本、一九 七年が二本、一九 九・二〇〇〇・二〇〇 各一本、二〇〇三年 二 二〇〇四・ 〇〇五・二〇〇六年が各三本、二〇〇七・二〇〇九年が各一本、二〇 一・二〇一 ・二〇一三年が各二 一六 四本となっている。論文についても、一九八六年から一九九 年までの五年間の空白がみられる。　
次に、新聞の記事検索で調べて見た。朝日新聞の記事検索では、一九八五年
以降のみデータ化されているため、それを示すが 「シビル・ミニマム」と「シビルミニマム」が別々に検索されるため、両者を合わせた数字である。全体で八一件の記事が抽出された。各 でみると 五 九八七年が各件、一九 八・一九八九年 各一件、一九九〇年が六件、一九九 年が 件、一九九二年が一件、 九三 二件、一九 四年が七件、 九 五年が 件、一九九六年が 件、 九九七年 六件、 九八・ 九九九年が各四件、〇〇年が 件、 〇〇 年が 四件、二〇〇二年が二件、二〇〇五・二 六年が各
1件、二〇〇八・二〇〇九・二〇一〇年が各二件、二〇一一年が四件、



























































　『シビル・ミニマム再考』は、政策を立案・策定・評価などの段階で、 「その思考手段として、方法の媒体となる数値つまり《政策指数》が不可欠」であることからはじめるが、従来は「各自治体が独自の政策・制度開発という問題意識を持つことを実質禁止されて」いたから そ、独自の指数を開発すること必要があることを指摘する。このよな指数論に いて、松下のこれまでの造語から、政策法務・政策財務につづき、政策数務と呼んだらどうかという神原勝の提案があった も記されている。　この政策指数は、ベンチマーク方式とマニフェスト方式の二つの方式が最近、議論されるようになった。前者のベ
ンチマーク方式は、最近の評価ブームからアメリカのベンチマーク方式が議論されているが それとは別に、すでに三〇年前に東京都中期計画で用 られたシビル・ミニマムがこのベンチマーク方式である。松下は、 「今日のアメリカ発によるベンチマーク方式について、三〇年前のサキガケだった です」 （一〇九頁（と述べている。その後、最近では、東京都は一九九九年に「東京都政策指標」を公表した これがシビル・ミニマムとどのような関係かは不明であるが、松下はこれをベンチマーク方式 説明に用いている。筆者が記憶する限りでは、 「一年間の ち富士山の見える日数」や「 の夜空に見える星の数」などの興味深い指数 含まれていたが、東京都の とどこが関係するのだろうかと感じたことを覚えている。　
他方、マニフェスト方式については、これまでの公約という曖昧なものからマニフェスト型に変えて、 「選挙に参



































問題としているにもかかわらず、シビル・ミニマムに し しかしながら、今後書き直すことがあれば、シビル・ミニマム論 言及しなければならないと考え いる。　
松下圭一は『シビル・ミニマム再考』の中で、今後の「シビル・ミニマムの再編」として、次のことを指摘してい
る。まず第一に、 「シビル・ミニマムという政策公準をめぐる個別・具体の施策開発にあ って、市町村・県、国、あるいは基準策定では国際機構もふくめて、各政府レベ それぞれの《政府課題》の独自性、ついで分担関係を明確にすることが不可欠」 あるという。基礎自治体がまず市民のシビル・ミニマムを設定し、ついで県 広域自治体のリージョナル・ミニマム、国がナショナル・ミニマム、必要に応じて国際機構 インターナショナル・ミニマムを設定することにな が、その政府間の境界が不明確であれば シビル・ミニマムの重複やモレが生じてしまうことになる。このこと 取り組んだのが地方分権であるが、国の官僚制 権限を手放さないどころか、自治体 自治事務にまで口を出す今日の日本の政治状況では こ 課題の克服は実に困難な問題 遭遇する。　
第二に、 「個別施策基準についての量不足だけでなく、 《量過剰》というムダをも指数化して、 「減量」ないし「再






マキシマムにむけての無限 量拡大ではなく、ミニマム基準をふまえた個別施策の文化水準の見直しこそ」が問われなければならないと指摘している。シビル・ミニマムの質整備は行政の文化水準の向上に通じるこ が何度も指摘されているが、実はその内容は容易ではない ある。多く 自治体で、総合計画の中に、シビル・ミニマム的な目標値が記載されている事例は多い 私がかかわった総合計画でも、ほとんどがそうし 目標値を書き込んでいる。 かしながら、多くは量的 側面であり、質的な側面につ てはどのような指標を設定するかというそもそも論のところでつまずくことが多い。この部分 こそ 今後は多くの知的な活動を積み、改善 重ねていく領域であるといえよう。







































































拙稿、 「公共サービス 管理と評価──質と量のコントロール」 、大森彌・武藤博己他共著『人口減少時代の地域づくり読本』 、地
域活性化センター、二八一～三三三頁。
